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伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金交付要綱を次のように定める。
令和８年５月29日

伊賀市長　稲　森　稔　尚

[bookmark: _Hlk213370193]　　　伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、市内の介護人材の確保、資質の向上及び定着を図るため、介護支援専門員研修を受講して介護支援専門員の資格の取得又は更新（以下「資格取得等」という。）を行う者に対して交付する伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金（以下「支援金」という。）について、伊賀市補助金等交付規則（平成16年伊賀市規則第76号。以下「規則」という。）第25条から第27条までの規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。
（用語の定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　介護支援専門員研修　介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく介護支援専門員の資質向上に必要な研修であって、別表第１に掲げるものをいう。
　⑵　介護保険サービス事業所等　次に掲げる事業所、施設等をいう。
　　ア　介護保険法第79条第１項の規定により指定を受けた居宅介護支援事業所
　　イ　介護保険法第86条第１項の規定により指定を受けた介護老人福祉施設
　　ウ　介護保険法第94条第１項の規定により許可を受けた介護老人保健施設
　　エ　介護保険法第107条第１項の規定により許可を受けた介護医療院
　　オ　介護保険法第78条の２第１項の規定により指定を受けた小規模多機能型居宅介護
　　カ　介護保険法第78条の２第１項の規定により指定を受けた看護小規模多機能型居宅介護
　　キ　介護保険法第78条の２第１項の規定により指定を受けた認知症対応型共同生活介護
　　ク　介護保険法第78条の２第１項の規定により指定を受けた地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　　ケ　介護保険法第78条の２第１項の規定により指定を受けた地域密着型特定施設入居者生活介護
　　コ　介護保険法第70条第１項の規定により指定を受けた特定施設入居者生活介護
　　サ　介護保険法第115条の46第１項に規定する地域包括支援センター
　　シ　前各号に掲げるもののほか、市長が指定する事業所、施設等
（交付の対象となる者）
第３条　支援金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者（ただし、居住地及び介護支援専門員の資格の登録地は問わない。以下「個人」という。）又は市内に所在する介護保険サービス事業所等を運営し、かつ、個人を雇用しているもの（以下「事業者」という。）とする。
[bookmark: _Hlk229252614][bookmark: _Hlk229249967][bookmark: _Hlk229329098][bookmark: _Hlk229252950]⑴　市内の介護保険サービス事業所等において、現に介護支援専門員の資格を活用した業務（居宅サービス計画書及び施設サービス計画書（以下「ケアプラン」という。）の作成業務、予防ケアプランの作成業務、要介護認定調査業務及び介護保険法施行令附則第８条第１項の規定に基づく厚生労働大臣が定める主要介護給付等費用適正化事業（平成20年厚生労働省告示第31号）２に規定するケアプラン点検事業に係る業務とする。以下同じ。）に６月以上従事している者又は今後当該業務に６月以上従事する見込みのある者
⑵　支援金の交付決定後、市内の介護保険サービス事業所等において、介護支援専門員の資格を活用した業務に１年以上継続して従事する意思を有する者
[bookmark: _Hlk229252869]⑶　市内の介護保険サービス事業所等を運営する法人に直接雇用されている者（法人の役員（法人代表者を含む。）にあっては、介護支援専門員の資格を活用した業務に従事する者に限る。）。この場合において、介護保険サービス事業所等の指定基準に関する「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」における職種及び常勤又は非常勤並びに専従又は兼務については、問わないものとする。
[bookmark: _Hlk229249280][bookmark: _Hlk213794719]⑷　同一の介護支援専門員研修の受講において、当該支援金の交付を受けておらず、かつ、国、都道府県及び本市以外の市区町村から当該支援金と同様の支援を受けていない者
⑸　市税等の滞納がない者
（交付の対象となる経費）
第４条　支援金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、別表第２に掲げる経費とする。ただし、事業者に対しては、別表第２の１の項のみを対象とする。
（支援金の額）
第５条　支援金の額は、別表第２に定める支援金の額の算定方法により算出した額とする。
２　前項の規定にかかわらず、対象経費に対し、雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく教育訓練給付制度の給付等又は勤務若しくは勤務する見込みの介護保険サービス事業所等からの補助等を受けている場合は、当該対象経費から当該給付額及び補助額等を控除した額により支援金の額を算出するものとする。
３　前２項の規定により算出した額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
（支援金の交付申請）
第６条　支援金に係る規則第４条第１項の規定による申請は、同項の規定にかかわらず、資格取得等に係る介護支援専門員研修を修了した日又は介護支援専門員証の交付を受けた日から起算して１年以内に、伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金交付申請書兼請求書（個人が申請する場合は様式第１号、事業者が申請する場合は様式第２号。以下「申請書兼請求書」という。）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。
⑴　就労（内定・採用見込）証明書（様式第３号）
⑵　事業所負担額証明書（様式第４号）（事業所が費用負担している場合のみ）
⑶　誓約書（様式第５号）
⑷　介護支援専門員証の写し又は研修修了証等の写し
⑸　対象経費の支払を証する領収書等の写し（研修受講者の氏名、領収額、領収日及び領収印が記載されているもの又は明らかに支払ったことが確認できるもので、宛名が研修受講者であるものに限る。）
⑹　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（支援金の交付の決定等）
[bookmark: _Hlk213792198]第７条　市長は、支援金の交付の申請があったときは、その内容を審査（必要に応じて調査）し、支援の可否を決定し、伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金交付決定（却下）通知書（様式第６号）により、当該支援金の交付の申請をした者に通知するものとする。
　（支援金の交付）
第８条　支援金の交付は、規則第16条第１項の規定にかかわらず、前条の規定により交付の決定の通知をした後にこれを行うものとする。この場合において、規則第12条から第14条までの規定は、適用しない。
２　前項の規定による支援金の交付は、申請書兼請求書による申請者の請求に基づいて、申請者の指定する金融機関の口座に振り込む方法により行うものとする。
（支援金の交付決定の取消し等）
第９条　市長は、規則第18条第１項各号に掲げる場合のほか、支援金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
　⑴　支援金の交付決定日から起算して１年を経過する前に、自己の都合により市内の介護保険サービス事業所等を退職したとき。ただし、市内の他の介護保険サービス事業所等へ即時に再就職し、介護支援専門員の資格を活用した業務に継続して従事する場合は、この限りでない。
⑵　国、都道府県及び本市以外の市区町村から、当該支援金と同様の支援を既に受けていたとき。
　⑶　前２号に掲げるもののほか、市長が支援金の交付の決定の取消しが妥当であると認めたとき。
２　規則第18条第３項の規定により準用する規則第７条第３項の規定による支援金の交付の決定の取消しの通知は、同項の規定にかかわらず、伊賀市介護人材確保・定着に係る支援金交付決定取消通知書（様式第７号）により行うものとする。
（支援金の終期）
第10条　支援金の交付は、特別の事情がない限り、令和８年度までとする。
（補則）
第11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
この告示は、令和８年６月１日から施行する。
別表第１（第２条関係）
	研修区分
	根拠法令
	支援基準額

	介護支援専門員実務研修（受講試験を含む。）
	介護保険法第69条の２第１項
	70,000円

	介護支援専門員再研修
	介護保険法第69条の７第２項
	44,000円

	介護支援専門員専門（更新）研修Ⅰ 
	介護保険法第69条の８第２項 
	40,000円

	介護支援専門員専門（更新）研修Ⅱ
	介護保険法第69条の８第２項 
	28,000円

	主任介護支援専門員研修 
	介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の68第１項第１号
	49,000円

	主任介護支援専門員更新研修 
	介護保険法施行規則第140条の68第１項第２号
	34,000円


別表第２（第４条、第５条関係）
	区分
	対象経費
	支援率
	支援金の額の算定方法

	１
	介護支援専門員実務研修（受講試験を含む。）又は再研修を受講するにあたり納入した受講料等について受講者が負担した額
	10／10
	対象経費の欄に定める額と、別表第１に定める研修区分ごとの支援基準額に支援率の欄に定める割合を乗じて得た額を比較して少ない方の額

	２
	介護支援専門員専門（更新）研修Ⅰ、介護支援専門員専門（更新）研修Ⅱ、主任介護支援専門員研修又は主任介護支援専門員更新研修を受講するにあたり納入した受講料等について受講者が負担した額
	１／２
	対象経費の欄に定める額と、別表第１に定める研修区分ごとの支援基準額に支援率の欄に定める割合を乗じて得た額を比較して少ない方の額



